
0第81回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1の一部修正について
【第81回 資料1:確率論的必要供給予備力算定手法(EUE算定)における諸課題の検討について】

◼ 第81回本委員会（2023年1月24日）資料1（確率論的必要供給予備力算定手法(EUE算定)における諸課
題の検討について）において、新たな信頼度基準の算定誤りがあったため、修正を行いました。

◼ 修正内容の詳細については第82回本委員会（2023年2月10日）資料1をご確認ください。

◼ 修正箇所は26ページと37ページの内容です。

修正内容 【誤】：新たな信頼度基準 0.064kWh/kW･年

【正】：新たな信頼度基準 0.044kWh/kW･年

◼ 以降では、修正内容を反映した資料を掲載しております。



1第81回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料1

確率論的必要供給予備力算定手法(EUE算定)における
諸課題の検討について

２０２３年 １月２４日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会事務局



2

◼ 第74回(2022年6月28日)本委員会にて課題提起した検討事項①～④について、これまでの検討結果を踏まえ、
改めて取り纏めるとともに、容量市場における効率的な調達方法について検討した。

【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/6/28) 資料2(抜粋)
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf

本日の議論の対象

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf


3①稀頻度リスクの見直し結果

◼ 稀頻度リスクについては、第75回(2022年7月20日)本委員会にて、季節によるリスク量に大きな違いは無いことから
年間を通してH3需要想定の1%を織り込むこととした。

【出典】第75回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/7/20) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_75_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_75_haifu.html
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◼ 稀頻度リスク分とは、厳気象対応を踏まえた必要供給力を上回るリスクへの対応として整理しており、追加的な発電
機脱落や送電線故障による供給力低下率から、0.7%～1.4%の低下率をもとに、平年H3需要に対して1%程度と
している。

【出典】第4回電力レジリエンス等に関する小委員会(2019/3/5) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html

(参考)稀頻度リスクとは

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html
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◼ 厳気象対応については、第78回(2022年10月19日)本委員会にて、春季・秋季についてはH3需要想定の2%、
夏季・冬季についてはH3需要想定の3%とすることとした。

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

①厳気象対応の見直し結果

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


6(参考)第78回本委員会の検討内容

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

◼ 春季・秋季厳気象対応については最大3.8%（4月）、各月平均2.6%であるものの、発電機の補修調整など、運
用で対応可能な部分もあると考えられることから2%と整理。必要に応じて見直すこととしている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


7(参考)第78回本委員会の検討内容

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


8(参考)第78回本委員会の検討内容

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


9②年間計画停止可能量及び追加設備量の見直しに関する検討

◼ 計画停止可能量については、第78回(2022年10月19日)本委員会にて、至近3カ年の供給計画諸元を用いて
確認した結果2.1ヶ月と算定しており、容量停止計画の調整状況も確認し、見直し要否を判断することとしていた。

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


10②年間計画停止可能量及び追加設備量の見直しに関する検討

◼ 前述の内容を踏まえ、2024年度実需給の容量停止計画の調整結果を確認したところ、計画停止は、従来の計画
停止可能量以内に収まっていることを確認した。

◼ また、2024年度の計画停止量を至近の年度と比較しても同程度の量が計画されていることから、容量停止調整の
結果、計画停止可能量の枠内に各電源の計画停止が上手く当てはまったものと考えられる。

◼ ただし、単年度の調整結果であり、至近年の供給計画においては2.1ヶ月の計画停止可能量が必要と算定されてい
ることからも、来年度以降、計画停止が可能量の枠内に上手く当てはまらない可能性がある。
また、計画停止量とEUE算定向け計画外停止率はトレードオフの関係となり得ることにも留意が必要。

◼ 以上から、計画停止可能量については1.9ヶ月を継続し、来年度以降の状況も注視しつつ、必要に応じて2.1ヶ月
への見直しを検討することとしてはどうか。

＜容量停止計画の調整結果(2024年度実需給)＞ ＜計画停止量＞

計画停止可能量



11(参考)計画停止可能量の検討に伴うスタッキングレシオの必要性

【出典】第31回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2018/7/25) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_31_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_31_haifu.html


12(参考)計画停止可能量と計画外停止率の関係性

◼ EUE算定向け計画外停止率は供給計画時点からの停止量の増減で算定されることから、計画停止可能量を大きく
設定する場合は電源の計画停止期間が確保しやすくなり十分な補修期間を設定できること等により、EUE算定向け
計画外停止率は小さくなると想定される。一方で計画停止可能量を小さく設定する場合は十分な補修期間を設定
できないこと等により、EUE算定向け計画外停止率は大きくなると想定される。

◼ 上記のとおり、計画停止可能量とEUE算定向け計画外停止率はトレードオフの関係となる得るため、計画停止可能
量の設定は、計画外停止率の調査期間における計画停止可能量と整合を図ることが望ましいと考えられる。

◼ また、計画停止可能量については、需給ひっ迫時の緊急的な作業調整等にも活用することになるため、実需給での
運用代の考慮も必要となる。

＜計画停止可能量を大きく設定する場合＞
＜計画停止可能量を小さく設定する場合＞

供給力

4月

十分な補修期間が確保可能であり、
計画外停止率が減少

9月 10月11月12月 1月 2月 3月5月 6月 7月 8月

供給力

4月

計画停止可能量を遵守するため、
補修期間を短縮等を調整

9月 10月11月12月 1月 2月 3月5月 6月 7月 8月

計画停止量 計画停止可能量

補修期間の短縮等により優先度の高い
補修のみに調整した結果、以降の追加
補修が多くなる可能性

計画外停止



13③計画外停止率の見直し内容

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

◼ 計画外停止率については、第76回(2022年8月23日)本委員会にて、EUE算定上適切と考えられる供給計画時
点から実需給までの供給力減少率を適用。ただし、あくまでEUE算定に用いる数値であり、純粋なトラブル停止率で
はないことから、第80回(2022年12月26日)本委員会にて、EUE算定向け計画外停止率と定義。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


14③計画外停止率の見直し結果

◼ EUE算定向け計画外停止率の分析結果については、大規模災害や燃料制約による停止・抑制の影響を控除した
結果、下表のとおりとなった。なお、データについては３年周期で集約・分析することとしている。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


15③計画外停止率見直しの取扱い

◼ 集約方法を変更したことによる計画外停止率の変化と考えられることから、今回分析したEUE算定向け計画外停
止率をEUEのシミュレーションに反映したうえで、確保すべき予備率における停電量を再算定し、EUE評価における
信頼度基準を見直すこととした。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


16③計画外停止率見直しを踏まえた厳気象対応の取扱い

◼ 厳気象に限定した場合、EUE算定向け計画外停止率を用いることは不適合と考えられるため、厳気象対応に用い
る計画外停止率は当面は従来の2.6%を用いることとした。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


17④連系線計画外停止等の影響検討結果

◼ 連系線の運用容量減少については、第79回(2022年11月22日)本委員会にて、至近3カ年の実績を用いて作業
停止・計画外停止等の影響を確認した結果、必要供給力への影響は大きくないことが確認できたため、引き続き健
全な状態（年間運用容量）として算定することとした。

【出典】第79回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/11/22) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_79_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_79_haifu.html


18各検討項目①～④の相互関係

◼ 検討事項①～④の関係を下図に示す。
供給力増加方向となる厳気象対応(①)および、第77回(2022年9月28日)本委員会で整理された持続的需要変
動対応分の見直しは、それぞれ異なる事象の必要量であることから増加量に重複はないと考えられる。

◼ なお、電源脱落については、稀頻度リスクと計画外停止の両面で考慮されているが、稀頻度リスクは、厳気象需要発
生時に追加的電源脱落等が同時発生した際に必要な供給力と整理されているため、これまでの整理に則り引き続
き確保していくことでどうか。

②

H3需要想定×
夏季・冬季3%
春季・秋季2%

H3需要想定

厳気象対応

稀頻度リスク（N-1事象）
H3需要想定×1%（通年）

EUE算定対象
通常起こりえる電源の
計画外停止考慮
（設備トラブル・自然災害等）

持続的需要変動
H3需要想定×2%

容量市場
目標調達量

計画停止を
踏まえた追加

設備量

容量市場が想定していない事象
（大規模災害等）

予備電源の枠組み活用

偶発的
需給変動

H3需要想定×7%相当

③※1

④

①

①

※1：EUE算定向け計画外停止率



19（参考）持続的需要変動対応の検討結果について

【出典】第77回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html


20（参考）偶発的需給変動対応分と持続的需要変動対応分について

【出典】持続的需要変動に関する勉強会 検討報告書（2022年9月28日）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jizoku_2022_houkokusyo.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jizoku_2022_houkokusyo.pdf
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【出典】第4回電力レジリエンス等に関する小委員会(2019/3/5) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html

(参考)稀頻度リスクとして確保する供給力の対象

◼ 稀頻度リスク対応は、H1需要と追加的電源脱落が同時発生した際の供給力必要量として整理されている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html
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【出典】第27回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html

(参考)稀頻度リスクとして確保する供給力の対象

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html
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【出典】第27回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html

(参考)稀頻度リスクとして確保する供給力の対象

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html
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【出典】第27回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html

(参考)稀頻度リスクとして確保する供給力の対象

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/027.html
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◼ 前述のとおり検討事項①～④について、基本的に供給力の重複は無く、これまでの検討結果をまとめると下表の通り。

◼ 必要最低限の量を設定するなど、一定の割り切りを行っている項目も多いが、それぞれの項目においての検討結果で
あり、今回の一連の検討については、下表のとおり見直しを行うことを基本方針とし、容量市場における具体的な対
応については、国の審議会や容量市場検討会で確認することでどうか。

◼ また、今後、供給力不足の課題が顕在化する場合には、下表も参考に改めて見直しを検討することとしたい。

これまでの議論内容のまとめ

供給信頼度における
検討事項

これまで 見直し後
今回の見直しによる
必要供給力への影響

一定の割り切り※
(今後必要に応じて見直し)

①

稀頻度リスク
夏季冬季

平年H3需要に対して1%

年間通して

平年H3需要に対して1%
供給力増加方向

0.7～1.4%の低下率をもとに
1%と設定

厳気象対応

夏季冬季

平年H3需要に対して2%

春季秋季

なし

夏季冬季

平年H3需要に対して3%

春季秋季

平年H3需要に対して2%

供給力増加方向

春季秋季については、最大3.8%、
最小1.5%、月平均2.6%をもと
に2%と設定

夏季冬季については、2.9%の算
定結果をもとに3%と設定

② 年間計画停止可能量 1.9ヶ月
1.9ヵ月

(継続して状況を注視)
変化なし

至近3ヵ年の供給計画における計
画停止量は2.1ヵ月相当であるが、
1.9ヵ月で据え置き

③ 発電機計画外停止率
火力2.5%

(代表で火力数値を記載)

算定方法変更

EUE算定向け計画外停
止率と定義し火力4.3%

変化なし

（信頼度基準の見直し）

厳気象対応等に用いている計画
外停止率は当面従来の2.6%と
整理

④
連系線の計画外等
停止の影響織り込み

健全な状態（年間運用
容量）にて算定

健全な状態（年間運用
容量）にて算定

変化なし
必要供給力への影響はそれほど大
きくないことから、連系線計画外停
止等の影響は見込まない

※青字：必要供給力過少評価の可能性
赤字：必要供給力過大評価の可能性
黒字：過小方向か過大方向か現時点では不明



26新たな供給信頼度基準

◼ これまで供給信頼度基準として0.048kWh/kW・年を採用していたが、今回の一連の検討を反映した新たな供給信
頼度基準は、0.064kWh/kW・年となる。
※ 厳気象対応・稀頻度リスクの供給力増加はEUE(停電量)の減少方向に作用する一方で、偶発的需要変動分におけるEUE計画外停止率の変化

(火力2.6%⇒4.3%)はEUE(停電量)の増加方向に作用するため、トータルでは基準となるEUE(停電量)が増加した。

＜必要供給力(見直し後)＞
※持続的需要変動分を除く

必要供給力
111%(夏季・冬季)
110%(春季・秋季)

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 9ｴﾘｱ計

EUE(万kWh/年) 31.9 87.7 337.8 159.2 32.3 167.6 67.2 32.1 99.2 1,015.1

需要1kWあたりの
EUE(kWh/kW・年)

0.064 0.064

記載に一部訂正がありますので、次ページをご参照ください。
訂正内容については、第82回本委員会資料１をご参照ください。
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_82_haifu.html

新たな信頼度基準
0.064kWh/kW・年

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


27検討結果を踏まえた新たな供給信頼度基準

◼ これまで供給信頼度基準として0.048kWh/kW・年を採用していたが、今回の一連の検討を反映した新たな供給信
頼度基準は、0.044kWh/kW・年となる。
※ 厳気象対応・稀頻度リスクの供給力増加はEUE(停電量)の減少方向に作用する一方で、偶発的需給変動分におけるEUE計画外停止率の変化

(火力2.6%⇒4.3%)はEUE(停電量)の増加方向に作用するため、トータルでは基準となるEUE(停電量)が微減となった。

＜必要供給力(見直し後)＞
※持続的需要変動分を除く

新たな信頼度基準
0.044kWh/kW・年

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 9ｴﾘｱ計

EUE(万kWh/年) 21.8 60.0 231.0 108.9 22.1 114.6 45.9 22.0 67.8 694.0

需要1kWあたりの
EUE(kWh/kW・年)

0.044 0.044

26

必要供給力
111%(夏季・冬季)
110%(春季・秋季)



28検討結果を踏まえた目標調達量の増加量試算について

◼ 持続的需要変動を2%、稀頻度リスクを年間通して1%、厳気象対応を春季・秋季2%、夏季・冬季3%と見直し
た場合、2026容量市場において目標調達量が602万kW程度増加する試算結果となる。

＜見直し前＞

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

厳気象対応・
稀頻度リスク

追加設備量
526万kW
(+286万kW)※3厳気象対応・

稀頻度リスク
477万kW

厳気象対応・
稀頻度リスク
636万kW
(+159万kW)

目標調達量
18,238万kW
(＋602万kW)

停止可能量
減少

追加設備量
240万kW※2

目標調達量
17,636万kW

＊2026容量市場向けの諸元を使用した比較

※3 持続的需要変動を2%に見直したうえで、仮に、春季・秋季に、厳気象対応
2%、稀頻度リスク1%を必要量として織り込み、年間計画停止可能量1.9ヵ月
とした場合の試算

※2 持続的需要変動を1%を必要量に加算したうえで、年間計画
停止可能量1.9ヵ月とした場合

＜見直し後＞

※1 春秋の厳気象対応・稀頻度リスクに、安定電源の補修調整で対応する場合の試算

27
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◼ 持続的需要変動を2%、稀頻度リスクを年間通して1%、厳気象対応を春季・秋季2%、夏季・冬季3%に加え、
年間計画停止可能量を2.1ヶ月とした場合、2026容量市場において目標調達量が957万kW程度増加する試
算結果となる。

＜見直し前＞

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

厳気象対応・
稀頻度リスク

追加設備量
881万kW
(+641万kW)※3厳気象対応・

稀頻度リスク
477万kW

厳気象対応・
稀頻度リスク
636万kW
(+159万kW)

目標調達量
18,593万kW
(＋957万kW)

停止可能量
減少

追加設備量
240万kW※2

目標調達量
17,636万kW

＊2026容量市場向けの諸元を使用した比較

※3 持続的需要変動を2%に見直したうえで、仮に、春季・秋季に、厳気象対応
2%・稀頻度リスク1%を必要量として織り込み、年間計画停止可能量2.1ヵ月
とした場合の試算

※2 持続的需要変動を1%を必要量に加算したうえで、年間計画
停止可能量1.9ヵ月とした場合

＜見直し後＞

(参考)検討結果を踏まえた目標調達量の増加量試算について
(計画停止可能量2.1ヵ月の場合)

※1 春秋の厳気象対応・稀頻度リスクに、安定電源の補修調整で対応する場合の試算

28
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◼ 供給力最大とするケースとして、連系線の作業停止・計画外停止等の影響+0.38%、持続的需要変動を2%、
稀頻度リスクを年間通して1.4%、厳気象対応を春季・秋季2.6%、夏季・冬季3%、年間計画停止可能量を
2.1ヶ月とした場合、2026容量市場において目標調達量が1,191万kW程度増加する試算結果となる。

＜見直し前＞

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

厳気象対応・
稀頻度リスク

追加設備量
991万kW
(+751万kW)※3厳気象対応・

稀頻度リスク
477万kW

厳気象対応・
稀頻度リスク
700万kW
(+223万kW)

目標調達量
18,827万kW
(＋1,191万kW)

停止可能量
減少

追加設備量
240万kW※2

目標調達量
17,636万kW

＊2026容量市場向けの諸元を使用した比較

※3 連系線の作業停止・計画外停止の影響+0.38%及び、持続的需要変動を
2%に見直したうえで、仮に、春季・秋季に、厳気象対応2.6%、稀頻度リスク
1.4%を必要量として織り込み、年間計画停止可能量2.1ヵ月とした場合の試算

※2 持続的需要変動を1%を必要量に加算したうえで、年間計画
停止可能量1.9ヵ月とした場合

＜見直し後＞

(参考)検討結果を踏まえた目標調達量の増加量試算について
(供給力を最大限増加させる場合)

※1 春秋の厳気象対応・稀頻度リスクに、安定電源の補修調整で対応する場合の試算

29
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◼ これまでの議論の中で、春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応するために追加で確保する供給力について、
コスト低減に向けた調達方法について検討を行った。

検討事項①の調達方法に関する主な意見

厳気象対応・
稀頻度リスクの

調達方法

厳気象対応・稀頻度の増分を丸々DRで対応するという事になれば他のところには何も影響を与えて
いない事になり、作業停止ができる量もこの積み増した量で維持できる格好なので、他のところは何も
変わらない格好になる。

そうすると増加するコストというのは調達量を増やしたDR対応分のコストという事になる。

今現在、上限に引っ掛かり0円で入札したところですら落とせなかったというDRがたくさんある事を踏ま
えれば、ひょっとしたら容量市場の価格を押し上げる事なく調達できるかも知れない。

調達コスト低減に向けた検討

厳気象対応・稀頻度リスクの見直しに伴う追加供給力の調達方法に関する検討
30
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◼ 春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応するために追加で確保する供給力について、安定電源の補修調整で
対応する場合、春季・秋季の必要供給力の増加分を踏まえたうえで、年間計画停止可能量を確保する必要があり、
追加設備量がこれまでよりも増加することとなる。

◼ 一方で、追加的に発動指令電源を調達する場合、追加設備量の増加を抑制することができ、安価な発動指令電
源の応札があれば調達コストの低減にも期待できる。

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

追加設備量
(増加)

厳気象対応・稀頻度リスク
⇒安定電源の補修調整で対応

停止可能量
減少

＜安定電源の補修調整で対応する場合＞ ＜発動指令電源の追加調達で対応する場合＞

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

追加設備量
(増加なし)

春季・秋季の必要供給力増加への対応として
発動指令電源を追加的に調達

調達コスト低減に向けた検討

春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応する供給力の調達方法に関する検討
31
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◼ 容量市場における発動指令電源のリクワイアメントは、夏季・冬季に限定せず年間12回、3時間継続、3時間前指
令とされていることから、春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクへの対応として活用する場合においても、これまでのリ
クワイアメントを変更する必要はないと考えられる。

【出典】第37回容量市場の在り方等に関する検討会(2022/4/11) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2022/youryou_kentoukai_haihu37.html

発動指令電源のリクワイアメント 32

https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2022/youryou_kentoukai_haihu37.html
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◼ 春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応するための追加供給力として、発動指令電源を追加調達する場合、
夏季・冬季の供給力として期待されている従来の発動指令電源に加えて追加的に確保することになるが、夏季・冬
季の各月供給力として発動指令電源に期待する量は従来から増加しないため、卸電力市場等に資する平常時の供
給力が減少することはない。

◼ このため、平常時の供給力確保においてのデメリットなく、発動指令電源の導入量上限5%を超える量の調達が可
能になると考えられる。

◼ また、容量市場においては、発動指令電源・安定電源によらず、安価な電源から落札されるため、発動指令電源の
追加調達を活用すれば調達コストの最小化が図れると考えられる。

◼ なお、上記対応については実務対応に向けた準備期間等の考慮が必要となることも考えられるため、発動指令電源
の追加調達を活用することを基本方針としたうえで、具体的な対応方法やスケジュール等については、国の審議会
や容量市場検討会で継続して検討することとしてはどうか。

◼ 容量市場での具体的な対応に合わせ、発動指令電源の調整係数の扱いについては引き続き検討を進める。

＜春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応する供給力の調達イメージ＞

発動指令

A

発動指令

B

(円/kW)
5%

発動指令

C

発動指令

D

(kW)

・・・発動指令

E

発動指令

F
安定電源

A

発動指令電源の入札が5%を超える場合も調達可能
※安定電源の方が安価な場合は、優先して調達

調達コスト低減に向けた検討

春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応する供給力の調達方法に関する検討
33



35

◼ 春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応するための追加供給力として、発動指令電源を追加調達する場合、
夏季・冬季の供給力として期待されている従来の発動指令電源に加えて追加的に確保することになるが、各月の供
給力として発動指令電源に期待する量（上限5%）は増加せず、卸電力市場等に資する平常時の供給力が減少
することはない。

【出典】第37回容量市場の在り方等に関する検討会(2022/4/11) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2022/youryou_kentoukai_haihu37.html

(参考)発動指令電源を追加的に調達することによる卸電力市場等への影響 34

https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2022/youryou_kentoukai_haihu37.html


36(参考)発動指令電源の調達上限

【出典】第64回制度検討作業部会(2022/4/25) 資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/064.html

◼ 容量市場では、2026年度メインオークションから、発動指令電源の調達上限を5%とすることとしている。

※ 発動指令電源の調達量は、導入量に調整係数を乗じた値となる

35

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/064.html


37(参考)発動指令電源の調達量の算出

【出典】第64回制度検討作業部会(2022/4/25) 資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/064.html

36

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/064.html


3837まとめ

◼ EUE算定における諸課題の検討について、これまでの項目ごとの議論結果を踏まえて、方向性を整理した。

✓ 夏季・冬季の厳気象対応はH3需要の3%、春季・秋季の厳気象対応はH3需要の2%、稀頻度リスクは年間
を通してH3需要の1%を織り込み

✓ 年間計画停止可能量については、容量停止計画の調整結果を踏まえ、1.9ヶ月を継続することし、来年度以
降の状況も注視しつつ引き続き検討

✓ EUE算定向け計画外停止率については、新たな停止率を信頼度基準の算定に反映

✓ 連系線の運用容量については、引き続き健全な状態（年間運用容量）として算定

◼ 一連の議論を踏まえ、上記のとおり見直しを行うことを基本方針とし、容量市場における具体的な対応については、
国の審議会や容量市場検討会で確認することでどうか。

◼ なお、見直し後の新たな信頼度基準は、0.064kWh/kW・年 となる。

◼ 今後、供給力不足の課題が顕在化する場合には、今回の一連の整理も参考に改めて見直しを検討することとしたい。

◼ また、調達コスト低減に向け、春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクの見直しに伴う必要供給力の増加分には、
発動指令電源の追加調達を活用する方針を提案した。

◼ 一方で、上記対応については実務対応に向けた準備期間等の考慮が必要となることも考えられるため、具体的な対
応方法やスケジュール等については、国の審議会や容量市場検討会で継続して検討することとしてはどうか。

記載に一部訂正がありますので、次ページをご参照ください。
訂正内容については、第82回本委員会資料１をご参照ください。
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_82_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


39まとめ

◼ EUE算定における諸課題の検討について、これまでの項目ごとの議論結果を踏まえて、方向性を整理した。

✓ 夏季・冬季の厳気象対応はH3需要の3%、春季・秋季の厳気象対応はH3需要の2%、稀頻度リスクは年間
を通してH3需要の1%を織り込み

✓ 年間計画停止可能量については、容量停止計画の調整結果を踏まえ、1.9ヶ月を継続することし、来年度以
降の状況も注視しつつ引き続き検討

✓ EUE算定向け計画外停止率については、新たな停止率を信頼度基準の算定に反映

✓ 連系線の運用容量については、引き続き健全な状態（年間運用容量）として算定

◼ 一連の議論を踏まえ、上記のとおり見直しを行うことを基本方針とし、容量市場における具体的な対応については、
国の審議会や容量市場検討会で確認することでどうか。

◼ なお、見直し後の新たな信頼度基準は、0.044kWh/kW・年 となる。

◼ 今後、供給力不足の課題が顕在化する場合には、今回の一連の整理も参考に改めて見直しを検討することとしたい。

◼ また、調達コスト低減に向け、春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクの見直しに伴う必要供給力の増加分には、
発動指令電源の追加調達を活用する方針を提案した。

◼ 一方で、上記対応については実務対応に向けた準備期間等の考慮が必要となることも考えられるため、具体的な対
応方法やスケジュール等については、国の審議会や容量市場検討会で継続して検討することとしてはどうか。

37


